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１．はじめに

　改革開放政策後，中国は労働集約型産業を中

心に経済発展をしてきた。それを支える労働力

は，総人口の３分の２を占める農民の出稼ぎに

よる。９０年代の「盲流」が，「農民工」となり全

国の就業先に占める人口は２．５４億人といわれ１，

北京市では人口の３分の１を占めるようになっ

た２。そのうち２３．８％の農民工が，家族を連れ

て出稼ぎに来ているという調査結果がある３。

　中国では，１９８６年に小学校６年＋初級中学３

年が義務教育化されたが，１９５８年の「戸口登記

条例」（「戸籍法」）により生まれ持った戸籍の移

動が難しく，しかも教育制度が戸籍と連動して

いるために，農民工子弟が都市戸籍の子弟と同

等の教育を受けられないでいる。戸籍による不

平等と経済的理由により，都市では農民工自ら

による農民工子弟学校が，９０年代後半から相次

いで開校されている。このような学校の増加対

策として政府は，農民工子弟の公立学校への受

け入れを開始した。しかし農民工子弟には，都

市戸籍の友人ができない，反抗的で孤独感が強

い，達成意欲が乏しいという共通の特徴がみら

れ，半数近くの農民工子弟が，心理面において

も多方面の問題を抱えているという調査結果も

ある４。

　一方，改革開放政策により単位体制が崩壊し，

社会保障制度は機能不全に陥ったため，都市の

基層社会のシステムは破綻し変革を求められた。

その解決策として政府は，社区建設をしてい

る５。社区建設とは，「社区」の抱える問題を「社

区」の力で解決するシステムを構築していくこ

とである６。「社区」は，住民にとって再生産の

場であり就労や教育の場である。そして「社区」

の雇用の機会提供と社会保障の機能は，地域経

済や住民生活に影響を与える７。まさに建設中
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６　郭（２００３，２２ページ）。
７　水原（２００８）。

───────────
＊　本稿の執筆過程で，大阪市立大学大学院島和
博教授・野口道彦教授および本誌の匿名のレ
フェリーから有益なコメントを頂いた。ここに
記して感謝を表したい。

１　国務院研究室課題組（２００６，６３頁）。
２　２００７年１２月３日，北京市人口計画生育委員会
副主任張芸莉は，北京市人口が１，７４０万人を超
えたと発表した。都市戸籍者１，２０３．３万人，農
村戸籍者５４０万人，うち北京生まれが４０，４７５人
である（２００７年１２月４日，『新京報』http://www.
thebeijingnews.com/ に掲載）。

３　蔡（２００６，４５頁）。



中国経済研究　第６巻第２号２

の「社区」に住民として農民工も生活空間を共

有している。そこで，彼らの抱える問題の解決

策を「社区」に求めることは，現政権が目標と

する「和諧社会」の実現にとって検討に値する

と考えられる。

　これまで「社区」の仕組みや関連政策を分析

する研究は数多く存在する８，が「社区」を農

民工の生活の場と捉えて子弟教育問題との関連

において，「社区」の政策や機能のあり方を分

析の対象とする研究は少なかった。同じく農民

工子弟教育に関しては，すでに多くの研究がな

されている９，が「社区」の視角から農民工子

弟教育の研究は，なされていない。

　しかし，筆者は，農民工子弟の義務教育就学

を規定しているのは，都市ごとの「社区」にお

ける教育政策と深く関わっていると考える。こ

の視点を持って，筆者は２００６－２００７年天津市と

北京市で実態調査を行った。

　本稿の目的は，調査を基にして天津市の農民

工子弟教育政策が，独自の施策で「社区」の機

能を生かし都市戸籍者と農民工の共存共栄に効

果を挙げていることを明らかにし，農民工子弟

教育問題を「『社区』の力で解決を図る」ことが

可能であることを実証していくことである。以

下，第２節では調査の概要を述べる。第３節で

は農民工子弟教育が都市の経済発展に必要な点

を整理する。第４節では「社区」と教育政策の

関係を考察する。第５，６節では実態調査を基

に「社区」の政策の相違による農民工と子弟へ

の影響を分析する。第７節は本稿のまとめと結

論である。

２．本調査の概要

　筆者は，農民工子弟教育と農民工の実態を調

査する目的で，天津市南開区の「天大北五村社

区」に居住した１０。そこで「社区」の組織や活

動，都市戸籍者と農民工の居住状況を調査しな

がら，農民工子弟が通学する小学校とその地域

を管轄する居民委員会で聞き取りをした。調査

校とアンケート調査の質問内容である保護者と

本人の属性（年齢・学齢・職業・原籍地・家族

数・文化程度）・生活・教育に関する５１項目は

「南開大学百項工程調査小組１１」と共に決定し

た。天津市は「楊房子小学校」で４年生２８人，

５年生１７人，６年生３９人の計８４人（天津戸籍１３

人，農村戸籍７１人）に実施した１２。北京市は「黄

庄学校」で５年生５８人，６年生５３人の計１１１人

に実施した１３。両校とも調査当日回収し全員有

効回答であった（自記式）。保護者へのアン

ケート調査は，天津市調査児童の保護者とし世

帯主１名の無記名とした。８４人中４年生２３人，

５年生１１人，６年生３６人，無効１人，有効回答

７０人（天津戸籍６人，農村戸籍６４人）を回収し

た１４。本稿中，特に記述のない数値は，本調査

による聞き取り，アンケートに基づいている。

また，統計数値に関しては，統計操作は説明の

ための一手段であり，中国の統計には質的問題

があるが十分配慮しながら他の情報と組み合わ

せて分析することとする１５。

３．農民工と子弟教育問題

　３．１　　労働市場と農民工子弟教育の関係

　先ず本題を考察する前提として，農民工子弟

への教育が都市の経済発展にとってなぜ必要で

───────────
１０　２００６年（　８月２５日－９　月２３日），２００７年（　３　月２５
日－４　月　６　日，８　月３１日－９　月２１日）。

１１　南開大学４年生代表者劉偉（思想政治専攻
２００３級）他７名の研究グループで，北京は農民
工子弟学校５校でのアンケート調査（有効回答
２９０部），天津は農民工子弟学校２校でのインタ
ビュー調査（２００６年７月１日－９月１５日）を実施
した。筆者との調査校の重複を回避し相互協力
により『農民工子女調査報告』を作成した（南
開大学馬克思主義教育学院 http://cz.nankaiedu.
cn/index.htmlnkbaixiang@126.com に一部掲載）。

１２　２００７年９月３日実施。
１３　２００７年９月５日実施。
１４　２００７年９月４日回収。
１５　中兼（１９９２，１１－１４ページ）。

───────────
８　陳（２０００），立 石（２００１），三 橋（２００２），李
（２００２），唐（２０００；２００５；２００５）。

９　金塚（２００３；２００５），笠井（２００３），白（２００３），
植村（２００４；２００６），西村（２００５），南・羅（２００６）。
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あるかについて整理しておこう。

　改革開放後，都市が経済的に発展したのは，

農民が安価で豊富な労働力を提供したからであ

る。これは市場経済における農民の労働力商品

への転化であり，労働市場の活発化は，都市の

経済発展の条件といえる。農民工は，自己の労

働力を商品として売っているが，彼らは労働者

であり生活者である。しかし，彼らの労働条件

や生活条件は都市戸籍者に比べると劣る（笠井

２００３，蔡２００５；２００６，李２００５，南・羅２００６，南・

牧野・羅２００８）。それでも一家を挙げて出稼ぎ

をする目的は，天津での調査（７０人）でも「子

弟の教育」が７３．４％，「金儲け」が２１．８％で，子

弟に希望する学歴としては，大学卒８４．３％，高

校卒１２．５％という先行研究に近似した調査結果

を得た１６。この農民工の目的を踏まえ，金塚

（２００５）は，流入先の市民としての権利保障や

文化的な融合の促進に言及している。南・牧野

・羅（２００８）は，子弟の進学が親の希望通りに

実現しない環境の結果として社会階層化が起こ

り，そこから生まれる危険性を指摘している。

これらの文献は，子弟の就学問題を労働者の権

益として，また労働市場における安定的な労働

力供給にとっての重要な要因と捉え，その社会

的影響の大きさを示唆するものである。　

　戸籍制度により身分が固定された農民工が子

弟の高学歴を目指す背景の一つには，社会的な

地位上昇の願望がある１７。これが長時間労働で

低賃金という悪条件での労働意欲を支えている

といえる。しかし長時間労働は怪我や疾病に結

びつき，低賃金では労働意欲が減退し，生産力

の低下につながる。農民工の場合，労働条件が

厳しいうえに労災保険，失業保険，生活保護な

ど保障制度が未整備で，雇用形態は非正規雇用

である。仮に，経済的困難に陥った場合は，親

に代わり，子弟が都市労働市場に参入すること

になる。しかし，彼らは低学歴のため職業選択

の可能性が制限され，都市の３Ｋ労働に従事す

ることが多い。これは２世代に戸籍による差別

と収入の格差が継承されることである。

　子弟教育は，人間としての基本的権利の獲得

であり，市民としての地位獲得への第一歩であ

る。そのため子弟教育の充実は，農民工にとっ

て生活基盤の安定をもたらすのみならず，都市

の将来の労働力の安定的供給にとっても大きな

意味を持つことになる。このように農民工子弟

教育問題は，農民工だけの問題ではなく都市経

済にも関係しており，居住空間を共有する都市

戸籍者にとっても，農民工との良好な関係の構

築や農民工子弟への教育対策は，解決しなけれ

ばならない問題といえる。このことを前提とし

て，農民工子弟教育について以下を述べていく。

　３．２　　教育政策と農民工子弟就学問題

　農民工にとって子弟教育は，出稼ぎの目的や

生活の目標になっているといえるが，流入先で

子弟の就学の機会は阻害されてきた。１９８６年

「義務教育法」制定により９年制義務教育が保

障され，学校のある区や県に財政的な責任を持

たせ，学校現場が義務教育をする教育行政の地

方分権が開始された。つまり農民工子弟の就学

にかかる費用は，流入先の政府と当該校が負担

することになったのである。しかし財政問題を

理由に農民工子弟の就学に流入先の政府と学校

は消極的であった。そこで１９９２年「義務教育法

実施細則」において，当該地戸籍の子弟が支払

う学費に加えて「借読費」（越境入学金，以下，

借読費）を支払うことにより就学の許可を得る

ことができる借読制度を規定した１８。ついで

───────────
１８　学齢児童で，戸籍所在地以外の土地において
義務教育を受ける者は，戸籍所在地の県級教育
機関主管部門，又は郷級人民政府の批准を受け，
居住地人民政府の関連規定に従って「借読」の
申請をすることができる。「借読」をする学齢児
童の受ける義務教育就業年限は，戸籍所在地の
規定に基づくものとする。「八証」（①保護者の
身分証明書，②暫住証明書，③就業証明書，④

───────────
１６　金塚（２００３，１４９ページ），南・羅（２００６，８
ページ），南・牧野・羅（２００８，１９３ページ）。

１７　石田（２００３，９０－９５ページ，１０６ページ），南・
牧野・羅（２００８，１９２－１９６ページ）。
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１９９６年「都市部における流動人口の学齢期児童

少年の就学臨時法」（「城市流動人口中適少年就

学弁法」，以下，「臨時法」）が第３条と第４条に

矛盾点はあるが公布され１９，この法により農民

工子弟は流入先での就学が可能となった。

　しかしこの「臨時法」でも中央政府の財政支

援はなく，就学にかかる教育経費として当該校

は高額な借読費を農民工に要求した。そして

１９９８年には借読費徴集の合法性が認められたた

め，農民工は非合法に自ら学校を開設していっ

た。ところが，非合法という理由による農民工

子弟学校に対する強制撤去や未就学児童の増加

が，社会問題となった。

　そこで２００３年に温家宝が総理に就任し「三農」

問題解決の一環として，流入地の政府教育行政

部門・公安部門・社区派出機関に対して，農民

工子弟義務教育の権利を保障する責任を明確に

した「都市農民工子弟への更なる義務教育支援

対策に関する意見」（「関於進一歩作好進城務工

就業農民工子女義務教育工作的意見」）を出し

た。その内容は，①流入地政府財政部門の農民

工子弟が就学する学校への補助金支給義務の明

確化，②都市教育財政に対する農民工子弟義務

教育費の一部経費計上の義務化，③流入地政府

の農民工子弟と地元児童との義務教育費の同一

化と雑費の減額・免額の義務化であった。この

結果，義務教育は法的には平等になった。

　２００３年は政策の転換点といわれ「和諧社会」

を目標に社会的弱者・地域・階層に配慮した政

策が打ち出された。具体的には教育面ではイン

クルージョン教育（「随班就読」）が推し進めら

れ，障害児の普通学級への受け入れや農民工子

弟との共学，貧困家庭の雑費と教科書代金の免

除・寄宿学生への生活補助金の支給（「両免一

補」），義務教育無償化などが実施されて，教育

環境は改善されつつあるといわれている。

　しかし，中国の教育財政制度は，地方政府が

財源を調達する地方責任制で２０，「目標―財源分

離型２１」財政である。そのため中央政府の農民

工子弟教育政策は，地方政府への財政負担の押

し付けにしかなりえず，流入先の地方政府や当

該校が中央政府の政策をそのまま実行すること

は極めて少ない。本稿で述べる北京市における

政策が，地方政府としての一般的な農民工子弟

就学の政策である。しかし，このような状況下

で，天津市は独自の方法で農民工子弟の全員公

立学校就学の施策を講じている。北京市と天津

市は隣接した都市であり，両市は１９９６年に農民

工子弟就学の実験校に指定され２２，１９９９年に社

区建設の実験地に指定された２３。次節より，農

民工子弟就学問題として具体的に比較していく

ことにする。

４．「社区」建設と教育政策の比較

　本節では，先に社区建設の政策を分析する。

次にその政策の下で施行されている教育政策を

比較していく。それにより，農民工子弟の義務

教育を規定している政策が明らかになるだろう。

　４．１　　北京市の政策

　１）社区建設の政策

　北京市の街道弁事処と居民委員会（以下，街

道・居民委員会）は，１９８０年代中期から農貿市

場（自由市場）を創設して工場，商店，家屋修

理隊などの小規模経営と農貿市場の賃貸や管理

で収入を得ていた。ところが１９９４年の税制改革

により，街道・居民委員会が直接経営している

───────────
健康証明書，⑤計画出産証明書，⑥後見人証明
書，⑦児童・生徒の出生証明書，⑧健康証明
書）の提示が必要とされている。

１９　植村（２００４，７１ページ）を参照されたい。

───────────
２０　伊澤（１９９９，１６１ページ），南・牧野・羅（２００８，
１３０－１３２ページ）。

２１　教育発展目標は，中央政府，省，市などの上
級政府が設定し，下級地方政府が政策の施行，
財源の調達を行なうという，中国財政制度であ
る。詳しくは南・牧野・羅（２００８）を参照され
たい。

２２　国家教育委員会は，北京・天津・上海・深�
・浙江省義鳥市・河北省廊坊市を指定した。

２３　国務院は，２６地区を全国都市社区実験区に指
定した。
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企業や商店のみの税金徴収に権限は限定され，

収入は激減した。さらに９０年代中期からは政企

分離政策により，街道・居民委員会の経済活動

そのものが禁止された。しかしその経済活動が

小規模であったため，民営化や廃業，或いは

「社区服務」（社区サービス，以下，社区服務）

に組み込むという市政府の改革に大きな抵抗は

なかった２４。その後２０００年に市政府が本格的に

着手した社区建設事業は，行政機構，経済活動，

非営利活動の分業体制を構築して属地化を徹底

した。これにより各級行政機関は経済活動をや

め，市政府の予算をもらって行政サービスをす

る機関となった。つまり北京市は，行政費用を

上級機関が提供し，街道・居民委員会は管轄区

域内の管理をするという「社区」の属地化をし

たのである２５。その一方で，北京市の管轄区域

内でありながら農村戸籍であった者を，都市戸

籍に変更して北京戸籍者として「社区」に組み

込んでいった。この戸籍変更により北京戸籍者

と農民工の区別がより鮮明になったのである。

　以上述べた社区建設の政策に基づいて，市政

府は北京戸籍者のみに行政サービスを提供し，

農村戸籍者は原籍地の管轄であるという理由に

より，農民工居住地に社区建設をする必要はな

くなったのである。次項ではこの政策の下での

教育政策を分析する。

　２）教育政策

　北京市の教育政策は，社区建設の政策である

属地化政策に従い各区教育委員会から北京市教

育委員会（以下，市教委）に権力を集中し，教

育行政全般を市教委が管理運営することにした。

教育機関といっても，農民工子弟学校は，非合

法な学校であるため市教委の管轄外となる。と

ころが，農民工にとっては経済的負担と煩雑な

手続きが回避できる農民工子弟学校に児童が急

増したのである。ちなみに北京初の農民工子

弟学校は，１９９３年創設の「八家社会小学」で，

その後１９９４年４校，１９９５年１０校，１９９６年１３校，

１９９７年２４校，１９９８年６０校，１９９９年１１４校，２０００年

１２３校，２００１年２００校，２００３年３９０校，２００６年３６４

校が，開校されている２６。このように増加する

農民工子弟学校に対し，市教委としても放置す

るわけにはいかなくなったのである。これを受

けて市政府は，２００２年「流動人口の学齢期児童

義務教育に関する臨時法」（「北京市対流動人口

適齢児童少年実施義務教育的暫行 法」）を公

布し，農民工子弟就学保障の責任は，市教委に

ある点を強調した。ついで各区政府の責務を明

確にしたうえで，農民工子弟の借読費の減額と

免徐を規定した。この規定に従って，市政府は，

毎年約２億元の負担をしたのである。特に農民

工が多い朝陽区５，９２４万元・海淀区４，７７０万元・

豊台区４，２３０万元の負担金は，北京市教育事業

費の１０％以上にもなり，５４，３１０名の農民工子弟

が公立学校に新たに就学できた２７。

　中国共産党市教委副書記龍新民氏の「２００４年

７月には北京市農民工学齢期子弟数は２３．５万人

に達しており，８０％以上の農民工子弟が公立学

校に就学している」という発言を根拠として，

農村出身者にも教育機会の門戸が開かれ，農民

工子弟就学問題の８０％以上が解決されたという

見解もある２８。また，市教委は２００５年の「流動

人口学校管理強化に関する通知」（「関於加強流

動人口自 学校管理工作的通知」）で，６３％の

農民工子弟が公立学校に就学していると発表し

ている２９。

───────────
２６　１９９２－９９年：北京外来人口中学齢児童問題課題
組「北京民工子弟調査報告」（２００１年１２月８日，
『天益網』http://www.tecn.cn/data/detail.php?
id=1579  に掲載），２０００年：清水（２００５，１４５ペー
ジ），２００１年：金塚（２００３，１５４ページ），２００３
年：植村（２００６，３１ページ），２００６年：南開大学
百項工程調査小組（２００７，４６頁）。

２７　植村（２００４，７２ページ）。
２８　植村（２００４，７４ページ）。
２９　北京青年少年法律援助与研究中心「北京流動
人口子女学校法制教育的調研報告」（２００７年９
月１６日，『NGO 発展交流網』http://wwww.ngo 
cn.org/ に掲載）。

───────────
２４　立石（２００１，６７－６９ページ；２００２，１７３ページ）。
２５　立石（２００１；２００２）を参照されたい。
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　しかし，農民工子弟の公立学校就学問題が

８０％以上解決しており，農民工子弟の６３％が公

立学校に就学しているという認識に対して，疑

問が残る。農民工子弟の人数を精緻に見るだけ

で分かる。市教委は農民工子弟を２３．５万人とし

ているが，「北京流動人口調査３０」では農民工子

弟を２８．８万人と公表しており，両者には５．３万

人の差がある。また，鄭建国校長は，２００６年の

北京市の農民工子弟学校は３６４校で，その内市

教委認可校が５３校あり３０万人の農民工子弟が在

籍しているという３１。すでに２００３年に農民工子

弟学校は，公立「農民工子弟学校」４校，民営

認可「農民工子弟学校」４２校，民営無認可「農

民工子弟学校」３４８校の合計３９４校が開校してい

るという調査もある３２。これらの資料から推測

できることは，市教委は「流動人口登記」の数

値を根拠として，６３－８０％の農民工子弟教育対

策ができたと公表しているのではないかという

ことである。ところが，中国では　０－１６歳未満の

農民工子弟に対しては，「住民身分証」「流動人

口証」が不要のため，「流動人口登記」をする必

要がないのである。そのうえ「流動人口登記」

には経費がかかる。仮に「流動人口登記」をし

て，子弟を公立学校に就学させたとしても教育

費の負担が重い。そのため「流動人口登記」を

せずに農民工子弟学校に就学させる傾向にある。

その結果，農民工子弟の公立学校就学問題に，

無視できない認識の違いが生じているのではな

いだろうか。

　増加する農民工子弟学校への対策として，

２００３年以降，市教委は所定基準を満たすことを

条件に正式な学校運営許可証を与える認可制を

導入して３３，教育行政に組み込んでいった。北

京市が市教委認可制を導入したのは，①中央政

府の政策方針に従っていることを公的に示すこ

とにより無認可農民工子弟学校に対する責任回

避ができる，②認可制により財政負担を伴わず

に農民工子弟学校の管理が可能になる，という

理由からであろうと推察できる。北京市の教育

政策は，農民工子弟学校を正式の教育機関とし

て承認しつつ，しかし費用負担は原則として農

民工自身の負担となっているのである。次に天

津市の政策の分析に移る。

　４．２　　天津市の政策

　１）社区建設の政策

　天津市は「社区」の発祥地といわれる。社区

を管理・運営する「街居制」は街道弁事処と居

民委員会を意味しており，居民委員会は天津市

に起源を持つ３４。かつて単位社会では，社区は

単位体制外の住民（労働能力のない者・孤児・

障害者など）の治安維持や公的扶助を担ってい

たに過ぎなかった。ところが改革開放後，社区

が下放青年の帰郷後の就職を一部提供するよう

になった３５。そして第三次産業を発展させるた

め家電修理店，理髪店，クリーニング店，旅館，

商店など６０以上の業種を立ち上げた。１９８６年の

「労働契約制」による労働市場の流動化への対

応，国有企業改革による余剰人員問題３６，農民

───────────
３０　北京市統計局国家統計局北京調査総隊「北京
市外来人口観測調査広報」（２００７年１月２５日，
『北京市統計信息網』http://www.state.gov.cn/
index.htm に掲載）。

３１　南開大学百項工程調査小組（２００７，４６頁）。鄭
建国校長は，北京市農民工子弟学校副会長，北
京市昌平区慈善協会理事・賽伯学校校長を兼務
している。

３２　南開大学百項工程調査小組（２００７，４７頁）。

───────────
３３　学校運営許可書の収得には，学校運営責任者
名，教育目標，学校運営規模，運営管理体制，経
費明細書付きの申請書，学校資産の証明書，校
長および教員の資格証明書などの書類を県級以
上の人民政府教育行政部門に提出し審査を受け
なければならない。学校敷地面積，実験室，図
書室の設置，机や椅子などの施設整備面の条件，
カリキュラムや教科書は管轄の教育委員会の規
定に従っているかなどが評価基準となる。《国
務院関於基礎教育改革与発展的決定》国務院
２００１年５月２９日発布。

３４　唐（２０００，　２１０頁），李（２００２，７ページ），三
橋（２００２，５４ページ），劉編（２００５，２１頁）。

３５　『南開区史』（１９９８，２５２頁），三橋（２００２，１７１
ページ）。

３６　『天津通史・民政志』（２００１，２７５－２９５頁）。
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工の労働市場への大量参入では雇用機会の提供

を行い，社区の役割が拡大したのである。例え

ば，和平区の「社区服務志願協会」は，自発的

社区服務事業として全国モデルとなった３７。つ

いで９０年代からの社区建設事業では，街道弁事

処を統廃合により減少させ，居民代表会議は住

民参加型の議会制を採用して行政改革を行なっ

た。財政面では街道・居民委員会が税収の徴収

と分配ができる独立採算制を採用した。そして，

住民への行政サービスは居民委員会が担当して

いる。この「社区」システムを活用して，２００１

年には貧困対策として区教委，学校長，居民委

員会などが協力して農民工子弟の公立学校入学

金を廃止し学費無料を実施した。この農民工子

弟就学費用の無料化が北京市との大きな相違点

であるが，詳論は後に譲り教育政策を分析する。

　２）教育政策

　天津市は，２０００年「天津流動人口管理規定」

を発令した。これを資料として農民工子弟の教

育政策をみていく。先ず，天津市では，農民工

は居住地域内の社区派出所に「流動人口証」と

費用１５元を提出して「暫住証」の手続きをしな

ければならない。１６歳以下の農民工子弟の場合

は，保護者或いは居民委員が同伴のうえ社区内

診療所（図１⑤）で，予防接種や健康診断を受

けることが規定されている（第２４条）。この手

続きが完了すると，彼らは居民委員会の直接管

理下に置かれる。一方，居民委員会は，農民工

の「三証」（①身分証，②就業証明証，③暫住

証）を管理する。それがどのような管理か，一

例として河西区を紹介する。河西区は，区内

２５８ヵ所に流動人口管理服務センターを開設し

た３８。そして各センターには，計画出産・婦女

連合会・衛生の各担当居民委員を配属して，農

民工の抱える問題に対応できるような管理体制

を整えていったのである。

　次に，農民工には「市民として天津戸籍者と

同様の行政サービスを受け，同様の義務を果さ

なければならない（第３３条，第３６条，第３８条）」，

天津戸籍者には「農民工の権利を侵害したとき

罰則，罰金を支払わなくてはならない（第６条，

第３１条）」と，規定している。この規定は，農民

工と天津戸籍者の「社区」内混合居住が一般的

な居住環境では有効である。そして，この居住

形態を基本として，義務教育制度のもとでの学

区制を導入している。この教育政策に従い公立

学校在校生として農民工子弟たちは，２００１年

「市政府３８号令３９」により，雑費を減免されて

いる（第３１条）。さらに，北京市と根本的に違

う点は，農民工が「三証」と「居住証明書」（居

民委員会発行）を提出すると，公立学校での学

費が無料になることである。２００４年には，全市

で９２８，８４０人の農民工が「暫住書」を獲得した４０。

それには，「暫住証」が，子弟の公立学校就学

で学費無料証明書となる背景があるからである。

そのため，天津市では，北京市のように農民工

が子弟学校を開校する必要がないのである。次

に，さきに残しておいた農民工子弟就学費用の

無料化の分析に移ることにする。

　３）農民工子弟への学費無料化の経緯

　既述したように農民工子弟の公立学校就学は

流入先，具体的には区級政府や当該校に経費負

担の責任がある。ここで天津各区政府が農民工

子弟の就学費用の無料化に踏み切った経緯と実

施状況を表１－３から検証する。

　天津市内は６区（河西・和平・紅橋・南開・

河東・河北）から構成されている。２００２－２００５

年で全市の児童数は合計５１，７７０人減少しており，

逆に教育経費は５４，１０４万元増加している（表１）。

各区別の義務教育就学人数と教育経費支出の増

減は，河西区は児童数１０％の減少に対して４９％

の増加，和平区は６％の減少に対して５１％の増───────────
３７　唐（２０００，１６６頁），王・李・岡室（２００２，１９０

－２０５ページ），李　（２００２，１９４ページ）。
３８　『天津区県年鑑』（２０００，１５１頁），『河西区志』
（１９９８，４７８－４８１頁）。

───────────
３９　『天津年鑑』（２００６，４５５頁）。　
４０　『天津年鑑』（２００５，４２３頁）。
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加，紅橋区は２３％の減少に対して３８％の増加，

南開区は１０％の減少に対して４６％の増加，河東

区は１７％の減少に対して６３％の増加，河北区は

１５％の減少に対して５３％の増加である（表１）。

全区で児童数の減少と教育経費の増加が確認で

きる。それではいつから教育経費が増加したの

であろうか。

　和平区の教育経費収支決算をまとめた表２か

ら，２００１年に教育経費の大幅な改正があったと

いうことが読み取れる。それは，２００１年予算案

と２００１年の収支決算が大きく食い違うからであ

る。予算案では教育経費合計は２２，６００万元であ

る。ところが実際は２００１年の教育経費総収入は

３１，１５６万元，教育経費総支出は３２，１８１万元であ

る。予算案と実際の教育経費総支出では，９，５８１

万元の差がある。次に項目名称を見ると，教育

経費の費目が２００１年と２００２年では大幅に変更さ

れている。「教育経費合計」が「教育経費総収

入」「教育経費総支出」として記載され，支出

も費目別に分類されている。注目すべきことは，

２０００年以前にはなかった「個人・家庭補助費」

が１１，８６３万元計上されていることである。この

間の事情について『和平年鑑４１』から推察する

と以下のようになる。

　２００１年３月１０日に「社区居民委員会社区教育

実験項目招標会議」において全区９３居民委員会

が「学習型社区」建設を目指す方針を決定した。

同年７月１７－１９日に副区長・教育・衛生委員・婦

人連合会委員・居民委員が会議を開き「３歳以

下の子供・未入園児の教育，障害児童・貧困児

童・農民工児童の救済活動を社区服務志願協会

と協力して実行する」ことを決定した。「市政

府３８号令４２」に従い区政府も同年９月より農民

工子弟の義務教育費無料化を実施したのである。

しかし，２００１年の予算案では義務教育費無料化

およびその他補助金は計上されておらず，また

財源も計上されていなかった。そこで決算書の

───────────
４１　天津市和平区人民政府首 「和平年鑑－教育
経費」（『天津政府網』http://www.tihp.gov.cn に
掲載）。

４２　注３９参照。

表１　天津市内６区義務教育就学人数変遷と教育経費支出の変遷
（万元，人）

河北区河東区南開区紅橋区和平区河西区

学生数教育費学生数教育費学生数教育費学生数教育費学生数教育費学生数教育費

６８，７８２１７，２１２５７，７７６１７，３３４６７，８２６１９，０１４５６，３８４１５，１２６６６，７４２１８，３３８７７，４１５２０，３１４２００２年

６５，２０５１８，５５０５５，４３４１９，６６０６４，７１７２０，９０７５３，３１９１６，８２１６２，１８５１９，１６３７５，４３２２２，５４９２００３年

６１，２５４１９，７２１５１，５７６２２，８６４６２，５１９２４，３０２４７，３２４１９，２０８６４，５２９２３，６３７７２，７９２２５，９３６２００４年

５８，１２９２６，３９５４８，１２９２８，３００６０，９６０２７，８０７４３，２２７２０，８７９６２，８６０２７，７１７６９，８５０３０，３４４２００５年

８５%１５３%８３%１６３%９０%１４６%７７%１３８%９４%１５１%９０%１４９%０５/０２比率

（資料）『天津統計年鑑』（２００６年版），『天津年鑑』（２００３－２００６年版）。

表２　和平区教育経費収支決算統計表
（万元）

科学事業費公費医療費衛生費文化事業費教育事業費合計年

２１０１，７６３１，３００３６０１６，６０４２０，２３７２０００

２３０２，３００１，３８０３９０１８，３００２２，６００２００１（予算）

医保支出修理費個人・家庭補助費日常公用費人件費教育経費総支出教育経費総収入年

１，４４３３，３０４１１，８６３３，４５５１２，１１６３２，１８１３１，１５６２００１

１３，００４７，３１１１２，０６１３２，３７５３２，３０２２００２

１４，５８９９，６１０１３，５１０３７，７１０３７，４２６２００３

１７，５６０１０，８０５１３，９４０４２，３０５４３，７８４２００４

１９，５２１１１，９０７１６，８３８４８，２６６４６，５８２２００５

（資料）天津政府網，天津市和平区人民政府首 『和平年鑑』（２００２－２００６年版）より作成。



都市「社区」における農民工子弟教育政策：北京市と天津市の事例比較 ９

支出費目に「個人・家庭補助費」を追加し，財

源として教育経費総収入の内訳に「教育附加

費４３ を収入源として明記したのであろう。

「２００１年会計報告」は２００２年１月２３日に区人民

大会で可決されている。和平区は２００２－２００５年

に児童数は３，８８２人が減少しているが，「個人・

家庭補助費」は増加している。公立学校の教育

費用は１人年間約５００－７００元（表３）であり，農

民工子弟義務教育費無料化による経費増加であ

ると推測することは妥当であろう。

５．農民工子弟教育の比較

　前節までの考察により教育政策の相違点が明

確になったので，本節では筆者の調査とインタ

ビューを紹介していく。そこから「社区」と農

民工子弟教育の実態が明らかになる。

　５．１　　北京市の農民工子弟学校の実態

　筆者が調査した農民工子弟学校は農民工居住

区に隣接しており，そこには居民委員会はな

かった。農民工が居住する理由は，北京城区

（旧市内）は１ヶ月２，０００元以上する家賃が，郊

外地域（４環路外５環路内・石景山区・海淀区

・朝陽区・豊台区）は１ヶ月３００元と安価であ

るためである。住宅調査の結果は，部屋の広さ

は１５�以下が１９．７％，１６－２０�が３２．３％，２１－３０

�が１８．６％で，４０％の子弟は学習場所がないと

答えている４４。通学時間は１０分以内が２２．７％，

１０－２０分が３３．３％，２０－３０分が２８．８％，３０分以上

が１５．２％である４５。以上のように農民工の生活

水準は低くて活動範囲も狭いことが理解できる。

　１）「行知実験学校４６」は，海淀区四季青郷鎮

双槐樹村（西３環北路と西４環北路の間）に位

置する。周囲はゴミ集積地で道路は未舗装であ

る。児童数１，０００人で教師は農村出身者５６人で

月給は平均９００元である。学費は２００６年より１

学期４００元である。１９９４年に開校するが，非合

法という理由で引越しを繰り返し，「臨時法４７」

以後は市教委の管理下になる。その後市人民大

会代表呉青教授たちの援助で２００３年に市教委に

より区教委認可校となる。これにより子弟に

とって進学と就職に有利である学歴認可校と

なった。しかし，いまだ財政面での援助はない。

　２）「行知実験学校 村小学部４８」は，海淀区

 村（西４環中路と西５環路の石景山区隣接）

に位置する。周辺道路は未舗装で下水は未完備

の農民工住宅密集地である。児童数は約１，０００

人で教師は４０人である。なお教師は，毎学期の

登録児童数により農村戸籍者と北京市退職教員

を月給９００元－２０００元で採用している。校長は，

───────────
４４　南開大学百項工程調査小組（２００６，１５頁）。
４５　南開大学百項工程調査小組（２００６，１５頁）。
４６　易本耀校長（４３歳）へのインタビュー（２００７
年３月２７日実施）による。

４７　２００２年４月１９日「北京市関於流動人口適齢児
童実施義務教育的暫行 法」。

４８　李素梅校長（４４歳）・教師へのインタビュー
（２００７年３月２７日，同年９月１日実施）による。

───────────
４３　市や県が教育に要する財源を確保するために
徴集する付加税。都市部では増値税，営業税，
消費税の３％相当を徴税機関が徴収する（小島
・鄭２００１，３９，１７１－１８１ページ）。

表３　天津市公立小学校学費一覧表「天教委
［２００４］５７号批准」 （元/学期）

総額宿題帳代教科書代雑費

１６４１０９４６０１年

１６０１０９０６０２年

１７７１０１０７６０３年

１８３１５１０８６０４年

１９５１５１２０６０５年

１８７１５１１２６０６年

４入学申込金

２０/学期雑費

１２/学期１－６年衛生保健費
統一管理
代金

３０/学期１－３年郊外活動費

６０/学期４－６年郊外活動費

１０/誕生日１－６年課外授業費

選択代金 時価１－６年雑誌

時価１－６年文房具

（資料）訪問小学校掲示板より作成。
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河南省から農民工として１９９０年に北京に来るが，

子弟の就学費用が払えず１９９４年に自ら農民工子

弟学校を開校した。１０数回の引越し後，２００３年

に区委認可校となるが，援助は校舎の提供だけ

である。

　遼寧省出身教師歴８年の臨時教員（３８歳）に

よると，１日　８－１０時間労働，月給は１，０００元で

ある。家賃３００元で学校付近に居住しており，

北京市民との関係は北京に来て以来皆無である。

公立中学１年の息子（１３歳）の学費は１学期

１，０００元で借読費は免除されている。高校は，

原籍地で進学する規定なので帰郷の決断を迫ら

れている。

　四川省出身教師歴６年の臨時教員（３６歳）は，

労働条件は同じで，学校付近に家賃３００元で息

子と２人暮らしである。自宅建築費ができ夫は

２年前に帰郷した。公立中学２年生の息子（１５

歳）の学費は，１学期７００－８００元でその他は免

除されている。高校進学のためには故郷に帰る

以外ないが，「中学では北京戸籍者を優先的に

成績優秀と評価する傾向がある」と述べた。

　３）「黄庄学校４９」は，石景山区八宝山（西４

環中路と西５環路の間の蓮石東輔路に隣接）に

位置する。道路と鉄道に挟まれ両側には高層ビ

ルが林立しており，そこだけ砂利道で農村のよ

うな一角にある。２００７年３月２７日は，児童数

３，０００人で教師１０４人，同年９月１日は２，６００人

で教師９０人であった。学費は２００６年より１学期

４００元である。教師は，毎学期の登録児童数に

より募集している。勤務は午前７時２０分－午後

６時である。

　１９９８年に大量の未就学児童を対象に豊台区に

開校し、その後引越しを繰り返し２００４年区委認

可校となる。農民工子弟学校が認可校になるに

は，設備の充実，教師などの条件以外に学校代

表が「北京戸籍者」という不条理な条件があっ

た。息子が北京の大学を卒業し就職して北京戸

籍に変更後，代表者となり認可される。「河南

省息県総工会北京市石景山区黄庄学校・農民工

連合会委員会」と「農民工維権服務中心（農民

工の権利を守るサービスセンター）」を兼ねて

おり北京市に開校するが出身地である河南省と

の結びつきが強い。

　以上，北京市の農民工子弟学校でのインタ

ビューを紹介した。次に天津市での実態調査と

インタビューを紹介していく。

　５．２　　天津市の社区の実態

　１）居民委員会の組織と活動

　農民工の多くは社区内に居住しているので，

社区の見取り図と居民委員会の組織図（図１）

および「活動報告書」（表４）から社区と住民と

の関係を検証していこう。

　天大北五村居民委員会は，南開区にある１２街

道弁事処に属する２３８の居民委委員会の一つで

ある５０。財源は，学府街道弁事処からの支援と

社区資源の賃貸収入（図１，①），物品販売の場

所代金（同②），不定期に行われる募金活動から

である。「星光計画」（一社区一老人福祉施設）

に従い高齢者施設があり，福祉サービスも行

なっている（同③）。

　天大北五村居民委員会は，張文徳主任（男性

５４歳）と居民委員（男性１人・女性２人）で構

成されている。単位であった天津大学の形態を

崩さず社区に移行し，居民委員は居住区の共産

党員で構成されている。住民は，約１，０００人で

大学関係者が多く，流動人口（外国人を含む）

も他の社区に比べ多い。この条件を生かして人

材を社区活動に取り込んでいる。また，社区独

自で社区資源の平屋（２０�）を活用している。

それは，平屋を住居として提供して，２０００年か

ら２家族５人（夫婦２組と天津大学付属小学校

２年女児１人）の河北省出身の農民工を，１人

月給５００元で清掃員として雇用していることで

ある（同④）。社区資源と賃貸契約関係にある

個人商店の経営者も農民工で，彼らは同郷の若

───────────
５０　『天津年鑑』（２００５，７２頁）。

───────────
４９　陳恩 ・万素梅校長へのインタビュー（２００７
年３月２７日，９月１日，９月５日実施）による。
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年農民工を従業員として雇用している（同①）。

調査時には，社区内に４５人の農民工が居住して

おり，彼らは，社区内の診療所・薬局（同⑤）

などの施設を都市戸籍者と同条件で利用してい

た。

　次に，居民委員の活動を具体的にみていく。

図１　「社区」居民委員会組織図［南開区学府街道弁事処天大北五村居民委員会］

表４　南市街道清楽巷居民委員会２００７年４月「活動報告書」

①２００７年重大疾病の３戸に特別補助金６，０００元支給のため訪問。
②４月分最低生活保障金４７戸１４，７７８元支給。支給者１２人の家庭状況調査。
③上下水道、配管、区環境下水９ヵ所の解決。
④社区清掃活動、社区内ゴミ箱２２ヶ所の合計５０車分を清掃。
⑤社区応援者９人来訪。住民の紛争１件解決。
⑥自転車泥棒防止キャンペーン決定。
⑦ゴールデンウイーク期間の社区内安全のため、４月２８日華安街小学校で児童に「安全法遵守」のビラ
３００部を配布。
⑧社区住民が赤十字に「博愛募金」５２１元を寄付。
⑨転入「１人っ子」両親に奨励金２８０元の支給。避妊具４８個を支給。社区内流動人口に妊娠証明書１通
発行。社区内失業者１人に初婚第１子計画出産服務証明書発行。社区内低保支給戸８人に産婦人科
診察無料券の配布。
⑩求人情報１０件を失業者１４人に情報提供、再就職２人決定。失業者技能訓練４人参加。
⑪社区内障害者・生活困窮者家庭の生活必需品の聞き取り調査。
⑫１２人の老人に老年証明書発行。
⑬社区内企業１社が、無料でテレビ修理完了。

（資料）清楽巷居民委員会より提供された資料に基づき作成。
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会

学
府
街
道
弁
事
処

居委会：主任（戸籍管理）

居委会：副主任（葬祭服務）

居委会：副主任（医療保険）

居委会：副主任（計画出産）

民間法律事務所（調停）

一般住民（家屋改修補修）

退職住民（自転車修理）

退職技術者住民（修理）

天津大学（上下水道管理）

　　（資料）調査に基づき作成。
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和平区には５街道弁事処があり７６の居民委員会

がある５１。居民委員の活動は，街道弁事処に

「活動報告書」として提出され，居民委員会議

も行われる。そのため「活動報告書」の数値に

相違はあるが，各居民委員会の活動方針はほぼ

同じであるといえる。

　清楽巷居民委員会の２００７年４月「活動報告書」

（表４）を整理してみる。ここから居民委員の

活動が，最低生活保障（②，⑩），計画出産指導

（⑨），再就職援助活動（⑨），各種調停（⑤），

流動人口管理（⑦，⑨，⑩），各種申請書作成

（②，⑨，⑫），青少年教育（⑦），老人福祉・

老人会活動（⑪，⑫），衛生管理（③，④）など

広範囲にわたること，住民の日常生活に密着し

ていることが，明らかになる。農民工に関わる

活動に対しては，市民としての権利と義務を保

障していることは明らかである（②，⑨，⑩，

⑪）。また，住民も相互扶助の精神で活動して

いる（⑤，⑧，⑬）。以上のように，居民委員会

の活動は公平でかつ広範囲であり，地域環境か

ら個人生活まで深く住民と関わっている。

　２）居民委員会でのインタビュー調査

　①　和平区南市街道清楽巷居民委員会５２

　清楽巷居民委員会は，胡志文主任（女性５０代）

と張永紅副主任（女性４０代）他５人で構成され

ている。主任・副主任は共に南市街で誕生後，

華安街小学校を卒業し結婚後も南市街道に居住

している。月給は９００元である。担当地区は

１，０００戸以上で，この地区の特徴は，流動人口が

多く下層住民の賃貸住宅が多いことである。そ

のため農民工は，先ずこの地区に居住し，経済

的に安定すると転居する。華安街小学校から徒

歩一分の場所に位置しており，学校との関係は

密接である。休日がない農民工が多いため子弟

を居民委員，ボランティアが引率して遊びに行

くことも多く，放課後は子弟を預かったりする。

　②　和平区南市街道裕徳里居民委員会５３

　徐主任（男性４０代）と副主任（女性２０代）他

全員女性５人で構成されている。月給は９００元

で，担当地区は１，０００戸以上である。地区の特

徴は，賃貸住宅が多いため農民工が多いことで

ある。興安路小学校から徒歩５分の場所に位置

している。隣接している清楽巷居民委員会が管

轄している華安街の開発工事により転居してく

る農民工が多い。徐主任も清楽巷居民委員会か

らの赴任であった。　

　③　紅橋区街道邵公庄街道楊庄子居民委員

会５４

　袁哲時主任（女性６０代）と時静文副主任（女

性５０代）他全員女性７人で運営されている。全

員が社区の住民である。月給は９００元である。

担当地区は１，０００戸以上。地区の特徴は天津市

内と郊外区の接点に位置し農民工が多いことで

ある。社区内混合居住は以前からあり農民工に

対して特別の感情はなく市民として対応してい

る。楊房子小学校徒歩５分に位置し関係は良い

とのことであった。

　５．３　　天津市公立小学校の農民工子弟教育の実

態

　筆者は，農民工が居住する社区から徒歩５分

以内にある小学校を調査した。教育現場の実態

を把握する目的で校長および教育関係者に聞き

取り調査をした。

１）和平区「華安街小学校・流動人口子女学

校５５」

　２００１年，全児童３００人のうち，年間５００元の学

費が払えない農民工子弟が増加した。そのため

校長は，２００１年９月から農民工子弟が就学でき

る公立小学校となる判断をした。２００３年以降農

───────────
５３　主任と副主任にインタビュー（２００７年９月１０
日実施）による。

５４　主任と居民委員６人にインタビュー（２００７年
９月３日実施）による。

５５　寧桂芝校長（女性５０歳代）にインタビュー
（２００７年３月２９日，同年９月１０日実施）による。

───────────
５１　『和平区志』（２００４，７０２頁）。
５２　主任と居民委員６人にインタビュー（２００７年
３月２９日，９月１０日実施）による。
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民工子弟が急増し，２００６年は２４省・自治区出身

の農民工子弟２２７人が在学中で，彼らの学費は

全額免除である。教職員は５０－６０人である。学

校は，全日制で教科書，授業時間，教師数，教

育レベルも市内の公立小学校と全く同じである。

ただし，校門に「和平区華安街小学校」と「流

動人口子女学校」の二つの看板を掲げている。

その理由は，歴史的価値のある学校名と校舎の

保存に尽力している卒業生が多いからである。

このような公立学校でありながら公立のまま農

民工子弟学校にした動機は，戸籍に関係なく義

務教育をするのが，教育者としての責務を果す

ことであると考えたからである。

　今後も，公立学校の中で優位な地位を維持す

るためには，一般的に教育水準が低いといわれ

る農民工子弟に質の高い教育を提供する必要が

あるとのことであった。

　２）紅橋区「楊房子小学校５６」

　全校　１－６　年生まで２クラス編成で児童数２８０

名である。そのうち前学期（２００７年３月）農民

工子弟の全体比率は４０％であった。その後も増

加して今学期（２００７年９月）の比率は５０％に達

している。教職員は５０人である。２００１年以前，

学校財源は学校３０％，区政府７０％であった（「勤

工倹学」５７）。ところが，２００１年以降は，１００％区

政府の財源支出になり，学校立企業の経済活動

や学校経営を考えずに生徒の教育だけに集中で

きるようになった。その結果，２００１年から農民

工子弟の受け入れを開始することができた。農

民工子弟の学費免除には①戸籍証明書，②暫住

書，③就業証明書，④居住証明書（居民委員会

発行）の「四証」の紅橋区教育局への提出が必

要とされ，経済的状況により判断される。しか

し申請すれば大抵全額免除になっている。天津

戸籍者との評価基準の差はなく平等に進学が可

能である。今までに６９人が重点公立中学に進学

し，学費免除が行われている。今後も農民工子

弟の増加が予想されるため新校舎を建設中であ

る。この費用も全額紅橋区政府を財源とするも

のである。農民工子弟の就学は，教育現場の努

力だけで解決できるものではない。区政府の予

算で義務教育を保障するのが，農民工子弟就学

問題の解決には最も効果的であったとのことだ。

　３）和平区「興安路小学校５８」

　全校児童３９０人のうち農民工子弟は２６５人在学

しており，全体の６７．９％を占める。教職員は５１

人である。農民工子弟の学費は全額免除されて

いる。華安街小学校の移転により２００７年９月，

華安街小学校２２７人中（５０人卒業）１７７人全員が

移籍してきている。すでに２００１年より毎年農民

工子弟は４５－５０人入学しており，ほぼ全員区内

中学に進学している。入学には「四証」が必要

条件であるが，実際は「就業証明書」がない農

民工が多いため，「就業証明証」がなくても入学

を許可し学費免除をしている。

　１９３５年創立の校舎は，和平区政府から３００万

元の財政支援があり改修や空調設備など整備し

た。再開発計画で華安街小学校の児童を全員受

け入れたが，より良い環境と高水準の教育を提

供していくとのことであった。

　以上が，居民委員会と公立小学校の実態であ

る。ここから天津市においては，①農民工は子

弟の就学と日常生活における市民の権利を保障

されている，②農民工子弟就学では，２００１年以

前は教育費用が必要であったが，２００１年以降は

区政府が義務教育費用を負担している，③農民

工子弟教育費免除は簡単な書類手続きだけであ

る，④「社区」の政策によって農民工子弟教育

問題の解決が可能となった背景には地域密着の

居民委員と学校関係者の活動があり，それを財

政的に区政府が支えている，ということがいえ

る。

　ここで，以上考察してきた社区に関する政策

───────────
５８　呉明龍校長（男性５０歳代）張国棟副校長（男
性４０歳代）（２００７年９月７日実施）による。

───────────
５６　張順義校長（男性５３歳）にインタビュー（２００７
年３月３０日，同年９月３日実施）による。

５７　牧野（２００６，１６－２０ページ）を参照されたい。
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をまとめて社区政策としておこう。その上で，

それではなぜ天津市がこのような社区政策を施

行したのであろうか。そこには４つの要因が

あったと推測できる。（１）中央政府が「社区建

設」を決定する以前から基層社会の社区システ

ムを時代の要求によりその都度修正しながら継

承してきた。（２）中央政府の政策であっても

「社区」の独立性を保つ財政政策を継続した。

よって政策実行に必要な財源が確保されており

「社区」独自の対策を「社区」で決定できた。

（３）１８６０年代から天津市には諸外国の租界があ

り，例えば１９１３年の日本租界には中国人７，１５４

人，日本人１，９８７人，その他外国人３６人が居住し

ていた５９。また慈善団体の発祥地でありそれが

流民を集め「貧民の避難地」といわれていた６０。

これらの経験が「農民工」を「農村戸籍者」と

して排除でなく共生させた。（４）経済発展と

「社区」の建設速度が上手く調和した。天津市

は９０年代から環渤海経済地域の中心都市として

期待されていた。しかし北京市の後方に位置し

ており上海市のように期待されるほど経済は発

展しなった。そのため経済発展先発地で起こる

諸問題を冷静に分析しながら天津市に適応した

政策を採用することができ，しかも民意に従い

強制的な政策指導ではなく地域密着で問題解決

に努力した結果であろう。

６．農民工と子弟による教育評価の比較

　北京市の「黄庄学校」と天津市の「楊房子小

学校」の児童と保護者にアンケート調査を行

なった。学校教育に対して，受け手である農民

工子弟ならびにその父母はどのように評価して

いるのかをみておこう。

　６．１　　子弟の学校教育に対する調査
　アンケート調査を実施した天津市の「楊房子

小学校」（以下，天津）は，児童とその保護者に

調査が可能であった。北京市の「黄庄学校」（以

下，北京）は過去の調査との比較が可能である

ということが選択した理由である６１。

　先ず学校についての意識調査（表５）のうち，

満足度をみてみれば「満足」と答えた者は，北

京４２．３％，天津７２．６％となっており３０．３％の違

いがある。反対に「不満」は北京１８．９％と天津

２．４％で１６．５％の差がある。この点で天津の優

位性は明らかである。

　「重点学校に比べて教育レベルに違いがある

か」という質問では，「非常にある」と答えた

者は北京９３．７％，天津９０．５％となっており，学

校間の教育レベルの差への認識はほぼ同じと判

断できる。ただし，天津では学校間の教育レベ

ルの差は「ない」と答えた者が２．４％いたという

ことは満足度と関係しているといえる。次にカ

リキュラムに関しては，「好き」と答えた者は，

北京４９．５％，天津５４．８％で，「嫌い」は北京２５．２ 

％，天津１１．９％と１３．３％の差がありこの点では

天津が若干良いといえる。懇談会の開催回数に

ついては，「常にある」と答えた者は北京８．１％，

天津１９％と１０％の差があり，「時々ある」は北

京９０．１％，天津７８．６％であった。この結果から

天津ではカリキュラム以外でも教育的なサービ

スを提供していることが分かる。この点につい

て学校関係者への聞き取り調査によると，北京

では保護者の労働条件を考慮し，天津では保護

者との信頼関係に注意しているということで

あった。

　教師個人に対する意識調査（表６）では，学

校に対する満足度は北京のほうが低かったのに

対し，個人に対する好感度は「先生は好き」と

答えた者が北京は７１．２％，天津は６７．９％で，「嫌

い」は北京１．８％，天津３．６％であった。この点

は学校への満足度と反対の結果が出た。北京で

は，個人的に教師に親近感・親密さを感じてい

る。これは，北京の農民工子弟学校に「普通語

を話そう」という標語が掲げられ，普通語で授

業をしていたことと関連がある。同郷意識が強

───────────
６１　植村（２００４，３４ページ），清水（２００５，１５０ペー
ジ）。

───────────
５９　富成（１９１３，１８２－１８４ページ）。
６０　天津地域史研究会（１９９９，１６５ページ）。
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く働く方言は，差別の対象にもなり易く，地方

出身の教師に対する農民工子弟の個人的な好感

度として現れたといえる。天津でも言葉に関し

ては，保護者との懇談が多いことからも，教師

の個人的努力を要するという回答を校長や教師

から得た。「学習理解度を先生は把握している

と思うか」という質問には，北京９１．９％，天津

９２．９％が「理解している」と答えている。「先生

は授業や宿題には厳しいか」という質問には，

北京６６．７％，天津７１．４％が「非常に厳しい」と

答えており，教師の学習に対する要求度に極端

な差はないという結果であった。

　６．２　　農民工の生活環境に対する調査

　保護者へのアンケート調査は，北京は居民委

員との関係がない，無戸籍児童および「流動人

口登記」が未提出の保護者がおりアンケートへ

の回答が期待できないという理由により天津の

みの調査となった。

　本調査（表７）では，９０％以上が学校につい

ての不満はなかった。天津戸籍者は農民工子弟

の公立学校への受け入れについては「不満なし」

と回答している。農村の教師とのレベル差につ

いての評価は「分からない」と３人が回答して

おり，「無回答」の保護者は２人であった。保護

者が希望する友人は「成績優秀者」と５人が回

答している。天津戸籍者のサンプル数が少ない

ためにこの結果から断定はできないが，都市と

農村の学力の差や教師との関係においては学校

に一定の評価を下しているといえる。よって天

津戸籍者は少なくとも学校の教育方針を理解し，

農民工子弟を公立学校へ受け入れる方向にある

といえるだろう。

　農民工の回答をみると，子弟の友人として

「成績優秀者と優しさ」を求めており，農村の

教師とのレベルについての評価は「差は全く無

い」という回答が４８．６％である。半数の保護者

が農村と都市の教師のレベル差がないと回答し

ている。中国では，公立学校の教師でも学校採

用であり人事異動制はなく，優秀な教師を学校

が独自で採用し，校長は学校の経営者でもある

「校長責任制」を採用している。小学校は重点

中学校への進学率が，学校のレベルを決定する

ために教師の採用には細心の注意を払っている。

それでもなお農村の教師と同レベルであるとい

う回答の多さに，農民工の複雑な気持ちが表れ

ているのではないかと推測した。懇談の回数に

ついての質問では，子弟とほぼ同回答の内容と

なり教育サービスの充実を裏付けている。農民

工の目的を考えると，彼らは農村より優れた教

育環境を求めており，公立学校就学の優位性は

表５　子弟の学校に対する意識調査
（人，％）

天津北京

７２．６６１４２．３４７満足

学校に対す
る満足度

２．４２１８．９２１不満

２３．８２０３８．７４３普通

１００．０８４１００．０１１１合計

９０．５７６９３．７１０４非常にある

重点校との
レベル差

３．６３２．７３少しある

２．４２０．００ない

３．６３３．６４分からない

１００．０８４１００．０１１１合計

５４．８４６４９．５５５好き
カリキュラ
ムに対する
満足度

１１．９１０２５．２２８嫌い

３３．３２８２５．２２８意見なし

１００．０８４１００．０１１１合計

１９．０１６８．１９常にある

懇談会の開
催数

７８．６６６９０．１１００時々ある

２．４２１．８２ない

１００．０８４１００．０１１１合計

表６　子弟の教師に対する意識調査　
（人，％）

天津北京

６７．９５７７１．２７９好き

教師に対す
る好感度

３．６３１．８２嫌い

２８．６２４２７．０３０普通

１００．０８４１００．０１１１合計

７１．４６０６６．７７４非常に厳しい

教師の学習
要求態度

３．６３３．６４厳しくない

２５．０２１２９．７３３普通

１００．０８４１００．０１１１合計

９２．９７８９１．９１０２理解している

教師の児童
理解度

２．４２０．９１理解していない

４．８４７．２８分からない

１００．０８４１００．０１１１合計
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認めるが，精神的な不満を払拭するには，より

相互の努力が必要であるといえるであろう。

　それでは農民工は，天津市での生活をどのよ

うに感じているのだろうか（表８）。住環境は

「良くない」が３．１％，近隣の付き合いは「冷た

い，厳しい」が１４．１％，人間関係は「無関係」

と７．８％が回答している。これは子弟の友人に

「優しさ」を求めている点と共通する。具体的

に「教育環境がいい・高賃金の仕事があり生活

できる」など，農村より生活環境が優位である

点を記述しているのもあった。その中に「教育

政策が中央政府の政策に一致している」という

記述があった。この内容は，中央政府の政策に

従っている天津市の教育政策を認めていると判

断できる。また居民委員会との関係では，天津

戸籍者は当然全員が「ある」と答えていた。一

方，農民工は３１．３％が「関係がある」，６８．８％が

「関係がない」と回答していた。「関係がある」

とした内容は，衛生費の支払い（３人），　証明

書発行（暫住証，戸籍３人），衛生検査・計画出

産（２人），困難があった時（６人），不在時の

郵便物の管理（１人）である。「関係がない」と

した内容は，「問題や困難なことがない」「いえ

ない」などであり，個人的問題というのが理由

であると推測できた。むしろ，これらは居民委

員会と「関係がある」ことを示しているので，

農民工と居民委員会の関係は，生活面だけでな

く精神面でも関係を構築していることが明らか

になる。

　６．３　　農民工子弟の生活環境に対する調査

　北京は「黄庄学校」１１１人，天津は「楊房子

小学校」７１人の農民工子弟から有効回答を得た。

このアンケート調査から居住地域に関する質問

への回答をまとめた（表９）。農民工にとって

北京市と天津市の生活環境には，大きな違いが

あるといえる。この違いが農民工子弟にどのよ

うな影響を与えているのかを考察する。

　まず，友人の数を質問した。その回答は，

「非常に多い」が北京４３．２％，天津６４．８％であ

る。これに対し天津では保護者の回答では，友

人が「非常に多い・数人いる」が共に４７．１％

表７　天津市学校環境調査
（人，％）

天津戸籍者比率人数

４５５．７３９満足

学校に対す
る満足度

０２．９２不満

２４１．４２９普通

１００．０７０合計

１２．９２有る

農村の教師
とのレベル
差

４８．６３４全く無い

８．６６少し有る

３３１．４２２分からない

無回答　２１００．０７０合計

０２１．４１５常に有る

懇談会の開
催数

６７８．６５５時々有る

００．００無い

１００．０７０合計

１４７．１３３非常に多い

学校の友人
数

２５.７４いない

３４７．１３３数人いる

１００．０７０合計

５５８．６４１成績優秀

友人に対す
る希望

０７．１５自宅近所

０５．７４同郷

０２１．４１５優しさ

１７．１５その他

１００．０７０合計

表８　天津市住環境調査
（人，％）

１．６１無回答

居住環境

２９．７１９良い

３．１２良くない

６５．６４２普通

１００．０６４合計

３．１２無回答

近所付き合
い

１４．１９冷たく厳しい

２５．０１６優しい

５７．８３７普通

１００．０６４合計

２８．１１８非常に良い

天津人との
関係

２５．０１６良い

３９．１２５普通

７．８５無関係

１００．０６４合計

３１．３２０ある
居民委員会
との関係

６８．８４４ない

１００．０６４合計
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（表７）となり，保護者が思っているより子弟

には友人が多いという結果を得た。その友人に

ついて「どのような友人を希望するか」という

問いには，保護者の５８．５％（表７）が「成績優

秀者」を選んでおり，天津では学業が最優先で

あった。一方，北京では「好意的な友人」と

２９．７％が回答しており「成績優秀者」と回答し

た２８．８％より僅かであるが多い結果となった。

それでは，実際の友人は「どのような友人が多

いか」という質問に対しては，「同郷」と答えた

者が１０．８％，「近所」が２０．７％でこの二つの回答

で約３分の１を占めている。ところが，天津で

は，「同郷」と答えた者が５．６％，「近所」が１５．５ 

％で，北京とは１０％の差がある。もちろん人間

関係に「優しさ」を求めている点は保護者と同

じであるが，天津ではより学業に重点を置き，

公立学校という教育環境からも進学を生活の目

標としている。また彼らの生活環境が同郷者だ

けではないことも裏付けられる。そのため友人

の層が厚いともいえるが，具体的な出身地別の

友人の調査はしていないので都市戸籍者である

かどうかは不明である。　

　それでは，農民工子弟は，都市戸籍者をどの

ように感じているのであろうか。「羨望」と答え

た者は，北京３４．２％，天津２１．１％である。「嫌

悪」と答えた者は，北京２３．４％，天津１１．３％，

「普通・何とも思わない」と答えた者は，北京

４０．５％，天津６４．８％である。この回答には，北

京では都市戸籍者に対する悪感情が，天津より

鮮明に表れた。天津では都市戸籍者に対して特

別の感情を抱くことがない子弟が，北京に比し

て２４．３％も多い結果を得た。都市の生活に対し

ては，「好き」と答えた者は，北京４６．８％，天津

４７．９％，「嫌い」と答えた者は北京１６．２％，天津

５．６％である。都市の生活環境に対しても，北

京より天津のほうが肯定的な回答が多い結果が

でている。

　これらの結果から北京と天津を比較すると，

都市戸籍者との接点の有無や接点の多少が，都

市戸籍者および都市生活に対して影響を与えて

いるといえるのではないか。そしてこの接点の

少なさが，北京では複雑な心情を生み出し，回

答として反映した結果ではないだろうか。北京

では「都市生活は好き」という約半数の回答に

対して，都市戸籍者には「羨望と嫌悪」という

気持ちが強く現れており，天津は都市生活，都

市戸籍者に負の感情が少ないことが，この複雑

さを示していると推測した。

　アンケート調査の結果からは以下のようなこ

とが推察できる。天津市における農民工の出稼

ぎの目的は子弟への教育であり，この点では農

民工も子弟もかなり満足している。ただし都市

戸籍者に対しては人間的なつながりや優しさを

求めている面もある。これは彼らが置かれてい

る都市での生活環境の厳しさや複雑さの裏返し

であるともいえる。特に子弟の感情に北京と天

津では大きな違いが現れていることは教育環境，

生活環境の格差として見逃すことはできない。

友人関係が固定した農村と同じような環境は，

決して彼らの意思だけで形成された環境である

とはいえない。農民工に対して，北京は居住空

間を分離しているがこの壁を越えるのは農民工

だけの力では難しい。その点，天津は，混合居

表９　農民工子弟の生活環境比較調査
（人，％）

天津北京

６４．８４６４３．２４８非常に多い

友人の数
２９．６２１５１．４５７少しいる

５．６４５．４６いない

１００．０７１１００．０１１１合計

３９．４２８２８．８３２成績優秀

友人に対す
る希望

１５．５１１２０．７２３近所

５．６４１０．８１２同郷

２８．２２０２９．７３３好意的

１１．３８９．９１１その他

１００．０７１１００．０１１１合計

２１．１１５３４．２３８羨望

都市戸籍者
に対する気
持ち

２．８２１．８２嫉妬

１１．３８２３．４２６嫌悪

６４．８４６４０．５４５普通

１００．０７１１００．０１１１合計

４７．９３４４６．８５２好き

都市生活の
感想

５．６４１６．２１８嫌い

４６．５３３３６．９４１意見なし

１００．０７１１００．０１１１合計
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住で公立学校を開放し教育権を保障し対等の関

係を構築する努力をしている。北京と天津の調

査結果から，相互関係の構築が，農民工や子弟

の精神面に少なからず影響を与えており，相互

関係の構築には，社区政策が大きく関係してい

るのは明らかであるといえるだろう。

　終わりに北京市と天津市の農民工子弟教育対

策をそれぞれ「北京モデル」「天津モデル」と名

付け，結論を呈示し課題もあわせて述べる。

７．おわりに

　本稿は，農民工子弟就学に関する北京市と天

津市の社区政策の違いを明らかにし，社区政策

における違いが農民工，農民工子弟にどのよう

な影響をもたらしているかを検証した。その主

要な結論と含意をまとめると以下のようになる。

　第１は，農民工子弟就学問題への解決策と方

法における「天津モデル」の優位性である。義

務教育の権限は，大都市の場合は市政府教育部

門でなく区，県にあり，財政的な措置も都市戸

籍を持たない者に教育保障義務を区，県の行政

部門が負わないのが普通である。しかも学校現

場が，地域住民でない者に義務教育保障を行な

う義務を考慮していないのが，農民工子弟就学

の問題点であった。この点に関して社区建設決

定後，北京市では，社区の属地化政策で市教委

が実質的権限を掌握して，農民工子弟就学の財

政的な負担と手続きなどの煩雑さを回避する政

策に転じた。それは，一部公立学校への就学の

推進と農民工子弟学校を教育機関として認可す

る政策である。天津市は，社区政策により当該

区，学校現場，地域住民が経済的負担を引き受

け，２００１年に農民工子弟の公立学校就学費用の

無料化を実施したため，農民工による子弟学校

はない。社区機能を活用し市民として教育の権

利を保障した「天津モデル」では，義務教育に

関しては，「戸籍制度」に基づく教育格差問題

を解決している。

　第２は，農民工との共存共栄に社区政策が，

効果を発揮することである。北京市の社区政策

では，農民工に対する社会的サービスについて

は，原籍地政府の責任として放任政策をとり，

農民工居住地域では社区建設が推進されず，地

域住民との交流活動を担う居民委員会がない。

そのため北京市には，都市に農村が存在するよ

うな状態になりつつある。子弟にも，都市戸籍

者は嫌いという負の感情が生まれ心理的反発を

蓄積していくことになる。　

　天津市の社区内混合居住では，居住区による

階層化は起こっておらず，市全体として日常生

活をより安全に快適にする効果があるといえる

だろう。特に，居民委員の日常の活動は，基層

社会の雇用や医療など人間の生活保障を担って

おり，彼らの活動により分配システムが構築さ

れ，信頼関係が生まれ，地域のスラム化や住民

間のトラブルを防止しているといえる。このこ

とは，農民工の生活を保障するだけでなく都市

戸籍者にも安心を与え，日常生活を補完する機

能を持つ社区政策を活用することで，共存共栄

も可能になるだろう。

　第３は，社区は地域経済に貢献する政策が，

可能であるといえる。都市は，農民工の労働力

により経済的発展を支えられている。都市の居

民委員会は，地区の雇用を創出し再就職活動に

も力を発揮している。しかし，社区内就労は北

京市では属地化により難しく，反対に天津市で

は，社区の経済基盤が核となり農民工を積極的

に抱え込んでいる。社区内の雇用問題は，社区

内で解決するよう努力しており，居民委員の活

動が地域の活性化にも結びついている。そして，

経済的保障や精神的安定が，農民工の労働意欲

に結びついている。このような好循環は，日常

の積み重ねに負うところが多く，居民委員の活

動は地域経済を支える役目を果している。

　第４は，社区政策は，地域に密着した政策を

地域住民が主体的に施行することにより効果が

あるといえる。かつて天津市も，農民工子弟に

対し中央政府の政策に従い高額な寄付金を農民

工から徴収した。しかし，学校現場で学費未納

が多発し，教師や地域住民が主体となって問題

解決を図った。２００３年の政府政策の転換を待た

ず，２００１年にはすでに農民工就学問題を地域で



都市「社区」における農民工子弟教育政策：北京市と天津市の事例比較 １９

解決した。これは，社区が住民に密着し，財源

が確保でき，地域の要求に適合した政策に修正

可能であったからといえる。このことの含意は，

たとえ中央政府の政策決定についてであっても，

住民生活優先の政策環境が整備され，居民委員

が住民のニーズを吸い上げることができれば，

問題解決の糸口になることである。

　居民委員会は，農民工子弟就学問題だけに限

らず，就労，医療，老人介護など多方面にわた

り生活に密着した政策の補完的部分を担ってい

る。今後，中国は１人っ子政策による少子化が

進み，都市では高齢化により老人介護や福祉の

人材を必要とする。その時，社区政策が，基層

社会にとってより重要になるであろう。農民工

との共生により社区の問題を解決する方法を見

出したことは，社区の力となり将来の課題につ

いての解決の道筋をつけたともいえる。ただし，

今回の調査結果に表れているように，農民工に

とって社区は必ずしも故郷と同じ快適な居住空

間でないことは，例えば農民工も子弟も優しい

友人を求め，近隣との関係は冷たく無関係とい

う回答があることから推測できる事々を重く受

け止め，今後は，このような面にいかに対応し

ていくかが「社区」の課題であるといえるが，

これについては別の機会に考察したい。
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　This paper examines how differences in policies in communities influence educational measures 

for the children of migrant rural workers (Nongmingong zidi) in relation to the schooling of the 

migrant rural workers, which is one of the important issues on the rights of migrant rural workers 

(Nongmingong) that have been considered important by the Chinese Government recently, with 

particular attention paid to the “communities (Shequ)” established in the basis societies. First of all, 

I established the premise that “community (Shequ) policies” in urban areas have influence on the 

provision of “human resources” and “labor force” in the labor market which is important for the 

development of urban economy. Then, I identified differences between education policies for the 

children of migrant rural workers and “community policies” in Beijing City and Tianjin City based 

on this premise. Next, I conducted interviews and surveys at residents’ committees and schools for 

the children of migrant rural workers in Beijing City and Tianjin City to analyze the influence that 

the differences between “community policies” could have on migrant rural workers and their 

children. 

　Finally, this paper drew the following four conclusions; I found out that (1) Tianjin City has 

better education policies for the children of migrant rural workers than those Beijing City have, 

(2) community policies are effective in promoting co-existence between urban residents and 

migrant rural workers in urban basis societies, (3) community policies have influence on the 

development of urban economy, (4) it is effective for “community policies” as a policy to be closely 

associated with and led by communities. 




